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ブが交わる点を Cとしてある。点 Xと点 Cを結ぶ貿易三角形は大国の自由
貿易のケースであるので，自由貿易エンベロープとは点 Xを PPF上移動さ
せたときの点 Cの軌跡である。三つ目は有名なボールドウィン・エンベロー
プ (Baldwin 1948)である。ボールドウィン・エンベロープは PPFのあらゆ
る点から最適関税によって外国（rest of the world）のオファーカーブ上の
好きな点を最適に選べる場合の貿易後の消費可能集合をあらわしたものであ






























































る。財をベクトル x ∈ Rnで表し，生産要素をベクトル v ∈ Rsで表し，それ
ぞれに対応する価格ベクトルを p ∈ Rnとw ∈ Rsで表すとする。Samuelson
(1939)では autarky均衡に関して以下の定理を述べている。
定理 2 Production possibility（生産可能集合）を F (x, v) = 0で表せると
した時に autarky均衡配分 (x∗, v∗)は以下の条件を満たす。全ての (x, v) ∈ X
について
p · x∗ − w · v∗ ≥ p · x− w · v








定理 3 some tradeの結果，autarkyと異なる相対価格 p ∈ Rnが introduce
されると全ての個人が better oﬀする。
次に財ベクトルを消費ベクトル x ∈ Rn と生産ベクトル x ∈ Rn に分けて
考えることにしよう。autarkyにおける初期の価格ベクトルを p0としてその
もとでの均衡がベクトル x0, x0, v0, w0で表されるとしよう。いかなる貿易で
あれ some trade状態における新たな財の価格ベクトルを p1で表すことがで
きるとして，その新たな均衡のもとでの変数ベクトルは x1, x1, v1, w1で表さ
れるとする。上の定理 2より
p1 · x1 − w1 · v1 ≥ p1 · x0 − w1 · v0
が成り立ち，貿易均衡条件より総生産額と総消費額は等しい
p · x = p · x
はずなので
p1 · x1 − w1 · v1 ≥ p1 · x0 − w1 · v0
が成り立つ。上式が成り立つということは価格ベクトル p1, w1 のもとで








定理 4 もし貿易によって全ての個人が better oﬀされることが示せないと





に，Robert Baldwin (1952)がある。Baldwin (1952)は貿易によって潜在的
な実質国民所得の増加することこそが貿易利益であるとして議論を始めてい
























































とである。図 2に二つの集団の（序数的）効用を描いた Utility Possibilities





効率性が存在せず，transfer自体から dead weight lossは生じないものとす
る。今度は autarkyの PPF上の点を自由に動かしたときにその財の組み合
369
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わせを様々な分配を行った場合の utility possibilityを pq (pduq)で表すと
しよう。曲線 d’dd”は pqに点 dでタッチして内包されている。


















であるが，ここでは，貿易後の点 vは autarky点 dの南東にあるために，「貿
易がこの国を良くした」とは言い切れない。横軸を集団 1の効用，縦軸を集











しかし，Samuelson (1939)でも Samuelson (1962)でも，貿易利益は ﬁxed
totals（国全体に存在する財の組み合わせの量を点 vのときに再配分無しで
得られるものに固定して）から補償して成り立つとは言っていない。ポイン
トは ﬁxed totalsからの再配分による曲線 v’vv”ではなく，貿易後の効用フロ
ンティア efが autarkyのフロンティア pqの外側にあるということである。
効用フロンティア ef上の点で点 dの北東にある点になるように補償を行えば
よい。
Samuelson (1962) では理想的な lump-sum reallocations of income
(transfers)が feasible（実現可能）ではないときには貿易利益に関する結果
は必ずしも成り立たないことが述べられている。とくに 828ページの Figure
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2.3 Feenstra and Lewis (1991)：不完全情報下の貿易利益
Feenstra and Lewis (1991)は政府が国内のエージェントの endowments
の情報を不完全にしか把握していない場合における貿易利益を再配分する最












ないというのが彼らの主張である。Feenstra and Lewis (1991)の想定する
不完全情報とは次の例で表される。
例 6 ある個人が autarkyの価格 p0のもとではその財を x0の量だけ販売し
ていたとする。次に貿易を行った結果その財の価格が p1 < p0 に下がったと
しよう。もし政府がその個人の販売量である x0を把握していて所得の再配分
(p0− p1)x0 だけ行ったとすると，その個人は autarkyよりも worse oﬀにな
ることはない。貿易後にもし autarkyと同じ量 x0 を販売したとすると再配
分の分を加えた所得の合計は autarky時の所得と変わらない。もし，その個
人が所得再配分を受け取りながらも行動を変化させたのだとしたら，その個









































きるような情報を持ちうるかという点である。Feenstra and Lewis (1994)の












（4） N Greg Mankiw 著の Principles of Economics (3rd Edition) の 524-525 ページに引用
されている Wall Street Journal の記事（Christina Duﬀ 著“Is the CPI Accurate? Ask the


















































3.1 Dixit and Normanの補償モデル
大学院生向けの国際貿易の教科書であるAvinash Dixit and Victor Norman
(1980, pp.79–80)は，lump-sum transferを用いずに commodity taxation
を用いて貿易自由化によるパレート改善を達成する方法を紹介している。英
語の commodity taxationという表現からは「商品にかかる税金」のみをイ










の消費者も h ∈ H の記号で示しているが，生産者に関しては，個別の企業
を区別する必要性がないので生産集合全体としての表記しかない。具体的に
は，貿易前（autarky）の均衡における消費者 h ∈ H の財ベクトルが，消費
量ベクトル cha と消費者の保有する生産要素の賦存量ベクトル vha をまとめ
た (cha, vha)で表わされ，その効用レベルが uha で表されている。一方，生




ここで，Dixit and Norman (1980)の（パレート改善を意識したときの）
第一義的な目的は，「自由貿易後にも，全ての消費者 h ∈ H の効用レベル



























として，従量税 (speciﬁc taxes)の形で財に関する税金のベクトル (pa − p)
と生産要素に関する税金のベクトル (w − wa)が定義される。
こうした税金のもとで，消費者 h ∈ H の予算制約は




計画 (production plan)に関しては，生産者の直面する価格 (p, w)に応じて
変えることができる。そういう状況のもとで，自由貿易下の生産量ベクトル








0 = p · x− w · va ≥ p · xa − w · va (2)
と書けるはずである。これは，xも xa も生産要素供給量 va のもとで生産可
能であることを前提にしている。
これらを用いて，Dixit and Norman (1980)では commodity taxation政
策が政府の純税収入（net tax revenue）Bを非負にさせることを証明してい
る。まず，政府の純税収入 B は
B ≡ (pa − p) ·
∑




B = −p ·
∑





B = −p · xa + w · va
が成り立っているはずであり，これと（2）から




なおすことは可能であろう。ちなみに，Dixit and Norman (1980)は，その
ことをもって commodity taxationを伴った自由貿易均衡が貿易前均衡に比
べてパレート優位であると述べるにとどまっている。
また，Dixit and Norman (1980)の 80ページには，この結果の留保条件
（qualiﬁcation）として，次のような注意点が述べられている。
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般的な uniform proﬁts taxによっては達成されないだろう。
まさにこの留保された点が，Ichida (2004)のモデルが持っている特質に合









い。Dixit and Norman (1980)が uniform proﬁts taxと呼んだものが正確
には何を意味したかによる（8）が，この点が，Ichida (2004)のモデルでは補
償制度がうまくいかないということとDixit and Norman (1980)が矛盾して
いるわけではないことを示しているといえるだろう。
（8） Dixit and Norman (1980) における uniform proﬁts tax が，全ての企業の利益に一律何
%という税金をかけることをそう呼んだのか，それとも，ノン・リニアーな税率でもかまわない
ことまで意識していたのか，つまり，例えば 100 万円に対しては 10%だが，1000 万円の利益に




その後1980年の本を補完する目的（9）で書かれたDixit and Norman (1986)
論文では，先の結果をより精緻に証明している。トピックそのものは Dixit




















定義DN (1) Dはその国の技術的な生産可能集合とする。(2) x(p)は価格ベ
クトルが pのときの国内の供給対応 (correpondence)とする。(3) s(p)
（9） 加えて，Kemp and Wan (1986) による Dixit and Norman (1980) への批判への回答でも
ある。
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T = {c | c ≤ x + s ∃ x ∈ x(p), s ∈ s(p) ∃p} (5)
これを用いて，Dixit and Norman (1986)は，まず最初に貿易が消費可能
集合を拡大すること，すなわち，「Dは T の部分集合である」ことを証明して










(speciﬁc taxes)の形をとる commodity taxation（補助金も含む）の
税金 t1 = p0 − p1 が存在する。 (2) 政府は g1 = x1 + s1 − c0 という








Corollary DN2 貿易前 (autarky)の生産ベクトルを x0，価格ベクトルを
p0とする。p0は自由貿易時の価格ベクトルではないとし（つまり国際
価格は国内均衡価格とは違っており），かつ，ある（貿易時の）価格ベ
クトルが貿易前の価格と異なる，つまり p = p0 として，ある生産ベ
クトル x ∈ x(p)に対して p · x > p · x0 が成り立っているならば，次
のような条件を満たす価格ベクトル p1が存在する。すなわち，ある選
ばれた生産ベクトル x1 ∈ x(p1)と輸入ベクトル s1 ∈ s(p1)に対して，
x0  x1 + s1 が成り立っている。
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ち，あるベクトル π を考え，αを充分に小さい正の定数とすると，消
費ベクトル ch(p0 + απ, 0)は，もとの消費ベクトル ch(p0, 0)に比べて
少なくとも全員の消費者 h ∈ H に対して同じかそれ以上の効用をもた
らし，何人かの消費者には必ず効用の改善をもたらす（11）。











それでは，最後にDixit and Norman (1986)の論文の結果を定理としてま
とめておこう。
DN定理 貿易前の状態で Corollary DN2の条件が満たされ，ウェイマーク
条件も満たされているとしよう。また，消費者の需要関数は消費価格に
対して連続関数であるとする。以上の条件が全て満たされているならば，
貿易前の autarkyよりもパレート改善するような commodity taxation
を伴った自由貿易均衡が存在する。
証明. まず，p1, x1, s1 などを Corollary DN2 と同じであるとし，p2 =
p0 + απ も DN補題と同じだとする。g2 を次のように定義しよう。
（11） 消費ベクトル ch(p, 0) の第 2 項の 0 は個人間の所得移転がゼロであることを示している。
384
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g2 = g1 −∑{ch(p2, 0)− ch(p0, 0)}
= x1 + s1 −∑ ch(p2, 0) (6)
消費者需要関数が連続であることから g1 	 0であるので，αに充分に小さ
い値を選べば，p2 の値が p0 に充分に近くなって g2 	 0が言える。 
従って，消費者の価格ベクトルが p2，生産者の接する価格ベクトルが p1
で，政府支出が g2（捨てられるかもしれないが）であるような，そういう状
況を作り出す commodity taxの税率 t2 = p2−p1が成り立つようなケースは
自由貿易均衡であると言える。市場がクリアしているかどうかは，上の（6）
を見ればよく，政府収支バランスに関しては以下の（7）式を見れば分かる。
p1 · g2 = p1 · x1 + p1 · s1 − p1 ·∑ ch(p2, 0)




Dixit and Norman (1986)は，（1）商品に対する税金と補助金 (commodity















は，incentive compatible（誘因両立的）であり，（2）の lump-sum transfers
スキームの方は incentive compatibleではない，ということになる。







できないかもしれない。Robert C. Feenstra and Tracy R. Lewis (1994)は，
まさにそのような，調整費用の存在によって全ての生産要素のセクター間移動
が不完全であるケースを考えた。生産要素のセクター間移動が不完全である





Assistance Program略称 TAA)（12）に対応している。以下，Feenstra and
Lewis (1994)のモデルの簡単化バージョンを紹介しよう。






いるが，ここでは 2 × 2に準ずる形でモデルを再構築する。アウトプットを
財 1（量を y1と書く）と財 2（同じく y2）の 2種類とし，2種類のインプッ
ト（生産要素）はそれぞれ労働 Lと資本 K と呼ぶことにする。それぞれの
財の生産関数は，i = 1, 2として yi = f i(Li,Ki)と書けるが，規模に対して
収穫一定で凹 (concave)関数，かつ 2階連続微分可能とする。それぞれの財
に対応する単位費用関数は gi(wi, ri)で表され，wi はセクター iにおける L
の価格，ri はセクター iにおけるK の価格を表す。競争均衡では価格と単位
費用が等しいはずなので，伝統的な投入産出係数を用いて式を書くと⎧⎨
⎩
p1 = g1(w1, r1) = aL1 · w1 + aK1 · r1





Li = yi · aLi i = 1, 2
Ki = yi · aKi i = 1, 2
(9)
と書ける。ここで注意しなければいけないのは，投入産出係数の値 aLi, aKi
自体は，本来，定数ではなく，要素価格 wi, ri に依存して値が変わるという
ことである。
次に，この経済における個人（消費者と呼ぶ）について，彼らの効用と生産
要素の賦存について紹介しよう。消費者 h ∈ H の効用関数は uh(ch1, ch2)で










Lh1 + Lh2 = L
h




























h1, Lh2) = Lh1 + 2Lh2
と書くことができる。よりジェネラルな変形関数も考えることができ，例と
して考えられる φhL(L
h1, Lh2) = L
h




















(1983)のモデルとの関係を考えると，Feenstra and Lewis (1994)の 205ペー
ジにも述べられているとおり，Grossman (1983)における 1単位 1単位の資
本に関して，加重平均型の φhK(K
h1,Kh2) = Kh1 + γKh2 という式で一つ




w1 = w2 = wと r1 = r2 = rが成り立っているはずである。しかしながら，
調整費用が厳密に正で，生産要素のセクター間移動が不完全である（11）の場
合には，一般的にはセクターごとの生産費用の価格は異なっており，w1 = w2
と r1 = r2 が成り立っているはずだ。そこで，個々の人間がどのようにセ
389
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クター間にある生産要素を振り分けるのかということについてみてみると，
φhL(L




h1, Lh2) = L
h
のグラフを Lh2 = HhL(L
h1)のかたちに変形し
たときに），そのグラフの接線の傾きの絶対値
∣∣Hh′L (Lh1)∣∣が w1/w2 に等し
くなるような (Lh1, Lh2)の組み合わせということになる。
結果として，Feenstra and Lewis (1994)は以下のような結論を導いている。







(2004)や市田 (2008a)のモデルに関連が深いのは，以上にあげた Dixit and
Norman (1980, 1986)と Feenstra and Lewis (1994)の二つである。トピッ
ク的に関連が深い文献で Feenstra and Lewis (1994)のあとに書かれたもの











Spector (2001)のモデルでは熟練と非熟練の 2種類の労働者がそれぞれ πs










り，ws と wu で表される。
全ての消費者は同じ選好を持ち，その効用関数は
U(Cs, Cu, l) = F (Cs, Cu)− V (l) (12)
で表されるとする。C はそれぞれの財の消費量を表し，l は消費者による労
働供給量を表す。
仮定 7 関数形の仮定は以下のようにまとめられる。（1）F (·)は凹関数，連
続無限微分可能，増加関数で 1次同次である。（2）V (·)は強凸関数，連続無
限微分可能，強増加関数，かつ，以下の条件を満たす
V ′(0) = 0, V ′(∞) =∞
そして
l −→ lV ′(l)
は強凸関数。
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S = λUu + (1− λ)Us (13)
ここで，定数 λ > πuが仮定され，Uu，Usはそれぞれ非熟練労働者と熟練労
働者の効用レベルをあらわしている。これは政府は熟練労働者から非熟練労
働者に対して所得移転を行いたいという選好があるということだ。実際に熟
練労働者一人は t > 0の金額のネット・トランスファーを政府に収集されて
非熟練労働者は一人あたり tπs/πu だけ受け取るものだとしよう。政府は熟
練，非熟練の区別はつかないのでトランスファーを行うには税引き前の所得金
額のみが指標となる。それぞれの税引き前所得を yu，ys とすると incentive
compatibility（誘因整合的）制約は
ys − t− V (ls) ≥ yu − tπs/πu − V (wlu) (14)





に，次のような相対価格 w∗ < ŵは存在する。t(w∗) = 0かつ S(w∗) < Ŝ を
満たす。
Spector (2001)は公共経済学における非線形の最適所得税モデルを国際経




3.4 Davidson and Matusz (2006)のモデル
Spector (2001)のほかに，最近の論文としてDavidson and Matusz (2006)





Davidson and Matusz (2006)のモデルはローテクとハイテクの 2セクター
で，生産要素は労働だけを考える。この労働者は多様で能力が異なる人たち
の集合である。個別の労働者は a ∈ [0, 1]でインデックスされており定義域上








という関係が成り立つことを仮定する。図 4に w1(a)と w2(a)のカーブを描
いてある。自由化前は関税がかけられている (tariﬀ distorted)ので交点 aTD
を境に 0 < a < aTDの労働者はセクター 1（ローテク）で働き，aTD < a < 1
の労働者はセクター 2（ハイテク）で働く。この国はローテク財を輸入すると
仮定すると，貿易自由化によって w1(a)カーブは下にシフトし，w2(a)カー
ブは逆に上にシフトする。新しい交点 (free trade point) を aFT とすると
aTD < a < aFT の労働者は自由化前にセクター 1で働いていたが今はセク
ター 2で働いている「転職者」であるといえる。
ここで（1）賃金補助と（2）再雇用ボーナスの二つの政策の効果を比べよう。
賃金補助は賃金の額に応じて補助額を変えられるので例えば wFT2 (a)(1 +	)
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が分かる。Davidson and Matusz (2006)はさらに失業や労働者の訓練など
を取り入れたモデルも分析し，そのケースでも最適な補償政策が上と同じで
あることを示した。
Davidson and Matusz (2006)のモデルは二つのセクターの間で転職者と
同じセクターの専業者がいるという点で Ichida (2004)のモデルと類似した
ところがある。しかしながら，Davidson and Matusz (2006)のモデルの中
の個人の多様性が 1次元であるのに対して，Ichida (2004)のモデルでは多様
性は 2次元（以上）である。Ichida (2004)では個人の多様性が多次元である
















の commodity taxationによる incentive compatibleな補償制度というのは
非常にパワフルな結果である。その後，均質ではない生産要素についての問題
を扱うために Feenstra and Lewis (1994)や Spector (2001)，Ichida (2004)
などが登場した。それぞれの論文ではDixit-Normanの commodity taxation
補償スキームの仮定を満たさないようなケースについてみており，補償スキー
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べられているわけではないが，そのモデルのインプリケーションとしては，単
年度税制から複数年度税制にしなければ Dixit-Norman的補償スキームはう
まくいかないことが分かっている。さらに，Davidson and Matusz (2006)
では（1）賃金補助，（2）雇用ボーナス，（3）雇用補償（TAA)，（4）訓練補助，
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